
平成１９年度　包括外部監査結果に基づき講じた措置 （病院事業部）　

１　選定した「特定の事件」　　　市の病院事業について

２　地方自治法第２５２条の３７第５項に基づく「監査の結果」に対する措置について

番号 監査の結果（要旨）

７ 診療報酬請求 (2) レセプト内容の検討方法
　各病院について、診療報酬が正しく請求さ
れているかを確認するために、一部のレセプ
ト内容を検討した。他のデータにより補完さ
れているものの、診療録への記載不備が生じ
ていた。

　診療録の適切な事務処理を徹底し
た。

９ 棚卸資産（医薬品
及び診療材料）

(1) 受払管理
　①受払簿の作成（豊浦病院、豊田中央病
院）
　豊浦病院及び豊田中央病院では、事務職員
の不足等の理由により、棚卸資産の受払簿が
作成されていなかった。適切な在庫管理を行
うために、受払簿を作成する必要がある。

【豊浦病院】
　受払簿の作成について、検討して
まいりたい。
【豊田中央病院】
　受払簿の作成について、検討して
まいりたい。なお、診療材料につい
ては、２０年度から適切な在庫管理
を行っている。

(2) 実地棚卸
　①実地棚卸の立会（中央病院、豊田中央
病院）
　中央病院の医薬品、及び豊田中央病院の医
薬品と診療材料の実地棚卸に際して、本来、
他部署の者による立会が行われるべきである
が、毎回実施されている訳ではない。実地棚
卸の立会は、内部牽制による不正防止の観点
から重要な手続であり、改善が必要である。

【中央病院】
　２０年度から医薬品の実地棚卸に
あたり、他部署の者を立会わすこと
にした。
【豊田中央病院】
　１９年度の実地棚卸から他部署の
者による立会を行うよう変更した。

１０ 固定資産 (3) 固定資産台帳の整備状況
　①中央病院及び豊田中央病院
　中央病院及び豊田中央病院において、資産
の区分誤りによる耐用年数の適用誤りが生じ
ていた。

　耐用年数の適用誤りを訂正し、以
後誤りが生じることのないよう適切
な事務処理を徹底した。

１１ 人件費・労働管理 (1) 超過勤務申請書の承認
　①中央病院
　中央病院の「時間外命令兼手当支給カー
ド」の一部に、上長の命令印・承認印がない
ものが存在した。

　各部署に周知し、適切な事務処理
を徹底した。

項　　　　　目 措置の内容と改善の方針



３　地方自治法第２５２条の３８第２項に基づく「意見」に対する取り組み等について

番号 意見の内容（要旨）

(4) 下関市病院事業の今後の課題
　①病院事業としての方針策定
　下関市病院事業は、市町村合併以前からの取
り組みを継続しているに過ぎない。市域全体の
現状調査の実施・各地域の課題抽出を行い、全
体としての下関市病院事業の方針を立案すると
共に、各病院の位置づけや重点医療を明確化
し、各病院が連携を取りながら、全体として下
関市の医療水準を向上させることが期待され
る。

　策定中の下関市立病院改革プラ
ンに、事業の方針を示すとともに
各病院の位置づけや重点医療を明
確化し、医療水準の向上に努めた
い。

　②運営形態について
　現在の下関市病院事業は地方公営企業法の財
務規定のみの適用となっているが、全部適用と
して人事裁量権を拡大することや、地方独立行
政法人化して自治体運営から独立して自律的な
経営を目指すことなどの検討が必要であろう。

　平成１９年１０月から２１年１
月まで開催した下関市立病院経営
形態検討委員会において経営形態
のあり方を検討し、中央病院にお
いては一般地方独立行政法人への
移行が望ましい、豊田中央病院に
おいては経営改善の状況等を見な
がら一般地方独立行政法人への移
行を今後検討していくとの報告が
提出されたので、今後市としての
方針を決定いたしたい。なお、豊
浦病院については指定管理期間中
であるため、検討の対象外とし
た。

　③あり方検討について
　下関市病院事業としての方針策定や運営形態
については、幅広い関係者の意見集約が必要と
考えられる。地域医療関係の代表者、市民代
表・有識者などを交えた検討会設置も有意義と
考えられる。様々な点についての議論活性化を
通じて、下関市病院事業の運営が真に市民支持
に根ざしたものとなることが期待される。

　地域医療関係の代表者、市民代
表等を交えた運営委員会等の設置
については、今後検討していきた
い。

(3) 繰入金に関する意見
　①繰入基準等の策定について
　繰入金の具体的な積算方法が病院間で異な
り、繰入対象項目や算定根拠が不明瞭であるた
め、市民に対する説明責任に疑問が残る。下関
市病院事業としての繰入金要綱の策定・運用等
が期待される。

　財政課と協議して、適切に対応
いたしたい。

　②政策医療と繰入金に対する説明責任
　繰入金に関して最も重要な点は、市民の支持
とそのための透明性の確保である。下関市病院
事業部は各病院の医療現場の状況・経営状況・
直面する課題について積極的に情報発信を行
い、下関市病院事業に対する市民の理解が広が
るように継続的に努力するべきである。

　市民の理解が得られるように、
ホームページ等で積極的に情報発
信を行いたい。

　③各病院による経営自助努力
　市民の理解に基づいた繰入金であるために
は、各病院自身が経営改善努力を重ね、経営努
力に対する取り組みや結果を積極的に情報開示
し、市民からの信頼獲得に努めていく必要があ
る。

　経営改善に努めるとともに、市
民の理解が得られるよう情報発信
を行いたい。

２ 一般会計からの繰
入金について

取り組み等の内容と方針項　　　　　目

１ 地域医療における
下関市病院事業の
位置づけ



番号 意見の内容（要旨） 取り組み等の内容と方針項　　　　　目

３ 指定管理者制度
（豊浦病院）

(2) 協定金額
　政策医療の赤字部分については、指定管理者
に対して補助が必要な場合もあるが、現在の協
定では、赤字相当部分の把握ができない。政策
医療の赤字相当額を適切に算定し、協定金額に
反映させる必要がある。

　政策医療の補助等協定内容の変
更については、指定管理者制度の
更新時期までに結論を出したい。

(3) 投資
　現在の協定によると、投資の大半について下
関市の承認手続が必要となる。民間医療機関の
ノウハウが十分活かされず、かえって経営の効
率性が損なわれる可能性がある。指定管理者の
投資権限を拡大して適時投資を可能とする一方
で、それに見合う責任を課すことも解決策のひ
とつと言える。
　次に、指定期間の終了間近であっても、適切
な投資の実行とそれを利用した医療サービスの
提供がなされる必要がある。市及び山口県済生
会のいずれにも属さない第三者によるモニタリ
ングを実施し、その結果を開示する必要があ
る。

　意見を踏まえ、次回時期更新時
までには検討していたしたい。

(4) モニタリング
　財務面のモニタリングに加えて、医療サービ
スの品質面におけるモニタリングを強化する必
要がある。
　モニタリング結果は、適切にフィードバック
される必要がある。政策医療の実施に係るモニ
タリング結果は、補助金算定の際に考慮する必
要がある。
　さらに、市民がモニタリング結果を閲覧でき
るように、モニタリングの実施及び結果の開示
が必要である。

　モニタリングの方法、結果の開
示について検討いたしたい。

４ ホスピタルサービ
ス株式会社に対す
る委託契約（中央
病院）

(2) 随意契約の妥当性
　市域内に同業他社が存在しないことを理由と
して随意契約を締結している以上、公募や競争
入札を実施し、他に応札者がいないことを確か
める必要がある。また、市域内の業者に限定す
る合理性は認められず、この点の見直しも必要
である。

　一括随意契約している業務につ
いて、見直しを行い、分離を原則
として競争入札を行う方向で調整
中である。

(3) 契約内容
　適正な価格水準で契約するためには、同業他
社との比較、相見積もりの実施により、適正な
価格水準を知る必要がある。現在、他の自治体
病院の委託業務に係る価格水準の調査を実施し
ているところである。当該調査により収集・整
理した情報を有効に利用されたい。

　類似病院・近隣病院の調査結果
を有効に活用し、各業務に反映い
たしたい。

(4) 委託業務の管理・監督
　中央病院が有効にホスピタルサービスを管
理・監督するためには、管理・監督について一
定の品質を確保する必要がある。人事異動が頻
繁にあり、十分な引継ぎが難しい中央病院の現
状では、管理マニュアルの作成は効果的であろ
う。

　平成２０年度に各業務につい
て、時系列の作業手順の調査を
行った。以後順次、業務別管理マ
ニュアルを作成する予定である。



番号 意見の内容（要旨） 取り組み等の内容と方針項　　　　　目

５ 中長期計画 (2) 病院管理課
　下関市病院事業としての中長期計画が策定さ
れていないため、地域医療に対する市のコンセ
プトと具体的行動や各病院の果たすべき役割が
不明確である。
　また、中長期計画の欠如は市が負うべき地域
医療に関する責任を各病院に転嫁し、各病院に
とって過重な責任負担となる可能性がある。
　さらに、中長期計画策定準備のための委員会
の設置及び運営について、具体的な課題及びス
ケジュールの設定がなく、結論の先延ばしを招
く可能性がある。

　現在策定中の病院改革プランの
中で、各病院の果たすべき役割等
を定め、この改革プランを中期計
画とする予定である。

(3) 各病院
　各病院とも基本方針は設定されているもの
の、具体的な数値目標や期限目標がないため、
基本方針の達成度合、医療サービスの質の維持
向上の度合、医療ニーズとの合致、病院経営の
効率性等のチェックが行われていない。また、
目標管理が行われていないため、権限と責任の
所在が不明確である。中長期計画を策定し、こ
れらを解消すべきである。
　中長期計画策定後は、実効性を担保するため
に、目標の達成度合やニーズとの適合性等をモ
ニタリングできる体制が必要である。

　現在数値目標等を示した病院改
革プランを策定中であり、今後点
検、評価、公表することでモニタ
リング機能は果たせると考えてい
る。

６ 経営管理体制 (1) 意思決定機関
  ①豊田中央病院
　運営協議会の議事録の整備が不十分である。
議事録が不整備であると、検討課題が改善に結
びついていたかや、次回以降の会議にどのよう
に引継がれたかが明らかにならず、対応が不十
分となる可能性がある。議事録を整備し、会議
の運営をより確実にすべきと考えられる。

　議事録の整備を徹底した。さら
に、院内の委員会を再編整備し、
審議内容の報告等を運営協議会で
行い、実効あるものにしながら、
より詳細かつ効率的に運営可能と
なる体制に改めた。

(2) 予算策定プロセス
  ①中央病院
　中央病院では、収益の予想値を計算すること
により収入予算が策定される。それは実績値に
基づいた予想値であり、目標は考慮されていな
い。
　自己の経営努力による採算管理を行うため
に、採算を考慮した適切な目標を設定し、予算
に反映すべきである。

　今までは確実性が高いことか
ら、実績値に基づいた予想値を収
益として、予算を編成してきた。
指摘のとおり目標管理を設定し、
経営努力を数値化することが、病
院としての採算管理には重要な要
素と思われるので、今後検討して
いきたい。

(3) 投資要望に対する判断
  ①中央病院
　独立採算制の下では、投下資本は自己収入に
より回収されなければならない。したがって、
設備投資による採算計算を行い、それに従い投
資意思決定をすべきである。

　設備投資にあたっては、事前に
費用対効果を計算し、院内の委員
会で緊急性・収益性を考慮して、
選定について検討している。ま
た、導入後の使用状況等を踏まえ
た評価を充実していきたい。



番号 意見の内容（要旨） 取り組み等の内容と方針項　　　　　目

６ 経営管理体制 (4) 予算の運用方法
  ①中央病院
　収入予算に対して実績の増減が見込まれる場
合には、ある程度機動的に予算の修正を行うべ
きである。特に将来に向けての事業計画を策定
し活動する場合には、将来のあるべき姿に向
かって病院が運営されることになり、当初予算
と実績の乖離が生じる場合が多くなる。病院の
方向性を適時に修正し、柔軟な予算運用を考慮
すべきと考える。

　現制度下においては難しいが、
有益的な運用に努めたい。

(5) 部門別計画
　①中央病院
　厳しい経営環境を打破し、病院を将来的に変
革していくためには部門別に設定された計画が
必要となる。中長期計画の策定とともに、それ
を実行するために具体化されたものとして部門
別計画を策定することが必要である。

　中長期計画に併せ、部門別の計
画も検討していきたい。

　②豊浦病院
　病院の経営環境は厳しさを増していることか
ら、責任部門別に目標となるような数値を設定
し、実績との差異を把握し原因を検討すること
によって改善を図ることが望まれる。

　指定管理者制度を導入している
ため、経営に関しては指定管理者
を尊重している。ついては監査の
意見を山口県済生会に伝え、豊浦
病院の経営を良好に保つよう努め
たい。

　③豊田中央病院
　医師や医療スタッフの不足等に対処するため
に、必要な施策を計画に織り込むことが重要で
ある。部門別業務が未分離で、規模も大きくな
い豊田中央病院の現状を鑑みると、病院全体で
取組むべき課題を議論して、その解決策を検討
し、経営計画を策定することが望ましい。

　２０年度から材料管理や滅菌業
務の委託等、部門別業務を可能な
限り分離するよう努めており、そ
れらの中で病院全体で取り組むべ
き課題などが判明してくるものと
思われる。

(6) 業績進捗管理体制
　①豊田中央病院
　業績の進捗管理が十分ではない。月次で把握
している収支に、年度もしくは半期に一度の支
出となる費用の１か月分及び減価償却費の１か
月分の見積額等を配分調整し、簡略化した月次
損益を算出する等の方法により業績の変化を把
握することを検討すべきである。

　業績進捗管理について、検討中
である。

(7) 部門別損益管理
　①中央病院
　部門別損益管理を実効性あるものにするため
には、
　・実施目的を明確にすること
　・医師に計算方法・結果を説明し承認を受
  　けること
　・結果を分析し必要な対策を講じること
が必要である。
　計算方法については、収益は各部門に直課
し、費用（原価）は適切な配賦基準により配賦
計算を行うべきである。

　既存部門の更新と併せ、院内各
部門別の損益管理を行っていきた
い。



番号 意見の内容（要旨） 取り組み等の内容と方針項　　　　　目

６ 経営管理体制 　②豊浦病院
　原価計算を実施するためには、病院内のあら
ゆる部門のデータを収集する必要があり、各部
門の協力が必要となる。算出した数値を利用し
て改善活動を実施するためには、算出方法につ
いてはすべての部門に承諾されたものでなけれ
ばならない。

　指定管理者制度を導入している
ため、経営に関しては指定管理者
を尊重している。ついては監査の
意見を山口県済生会に伝え、豊浦
病院の経営を良好に保つよう努め
たい。

(8) 業績評価
　①豊浦病院
　バランストスコアカードの導入は看護部だけ
に留まっている。バランストスコアカードの視
点は病院全体に及ぶため、看護部だけの取り組
みではなく、病院全体の取り組みとすることが
望ましい。
　現在、人事考課制度の導入を検討している
が、その際、看護部で導入実績のあるバランス
トスコアカードの内容検証を行い、その改善を
行うことによって効果的な制度導入を図ること
が可能である。

　指定管理者制度を導入している
ため、経営に関しては指定管理者
を尊重している。ついては監査の
意見を山口県済生会に伝え、豊浦
病院の経営を良好に保つよう努め
たい。

(9) 規程類の管理
　業務遂行の誤った解釈や運用を避けるため
に、主要な規程は１冊のファイルに綴じ込み、
改定時に適時に差替える必要がある。
　現在、規程類を電子ファイル化し、イントラ
ネット上で閲覧できるようにする計画がある。
これにより、改定にかかる労力が減り、職員は
最新の規程を容易に検索できる。データの安全
性やデータへのアクセス権限等を管理しつつ、
早期に実現すべき事項と考える。

　情報の一元化及び共有化は必要
不可欠と考えているので、早期に
実施するよう努めたい。

(10) 経営改善
　①中央病院
　中期計画や年度目標等がなく、事後の効果測
定等がなければ、個別事項の取組みの実効性が
職員に理解されない可能性がある。改善のため
の計画を立て、その効果を測定することが必要
である。

　事後評価を行い、絶えず見直し
が図れる体制づくりを行いたい。

(11) 医事業務
　①中央病院
　医事業務は、ホスピタルサービス（第三セク
ター）からメディカルサービス山口に再委託さ
れている。ホスピタルサービスが、医事業務を
始めとする多くの委託業者を取りまとめること
による効果の測定はしていない。効果の試算や
比較検討を行う必要がある。
　第三セクターとしてのホスピタルサービスの
存在意義が、外形的に疑問を持たれる可能性が
ある。委託業者の取りまとめによる効果を説明
できるようにすべきである。

　委託内容について十分精査し、
発注形態等について見直しを行
う。

(12) 医事会計システム
　①中央病院
　レセプト作成に係るシステム連携に不備があ
り、業務に不効率な部分がある。また、診療代
金の請求誤りが生じる可能性がある。今後のシ
ステム導入は、トータルのシステムとして仕様
を考慮する必要がある。

　医事会計システムも含めた病院
情報システムのトータル的な更新
を検討中である。
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８ 未収金管理 (1) 発生防止・早期回収努力
　各病院とも、高額医療費給付の相談に応じた
り、電話督促を行ったりなど、患者未収金の発
生防止や早期回収のための一定の工夫を講じて
いる。
　しかし、いずれの病院も督促に係る明確な
ルールがなく、未収金管理簿の整備が不十分で
ある。督促ルールや管理簿を整備するととも
に、適正な管理及び回収努力を確認できる体制
を構築すべきである。

　各病院と協議の上、未収金管理
要領を策定し、発生防止・早期回
収に努めたい。

(2) 不納欠損処理
　消滅時効期間３年を経過し、債務者が時効を
援用した債権は、不納欠損処理が可能であると
ころ、各病院では平成１７年以降、不納欠損処
理は行っていない。消滅時効期間を経過した債
権は、過去の推移から回収可能性はないものと
考えられる。そのような債権を未収金として計
上することは財務諸表の適正性を害するもので
あり、早急な対応が望まれる。

　他市の取組みを参考にし、権利
の放棄等も含め、その取扱いを検
討し適正な処理に努めたい。

９ 棚卸資産（医薬品
及び診療材料）

(1) 受払管理
　①検収（豊田中央病院）
　豊田中央病院では、診療材料の納品検収の
際、納品書と現物の照合を行うのみで、発注
データとの照合がなされていない。発注内容通
りに正しく納品されていることを確認するため
に、発注データと納品書及び現物の三者を照合
することが望ましい。

　２０年度から材料管理業務を業
者委託しており、その中で発注内
容と現物の照会等を行い、その結
果を病院へ報告するよう体制を整
備している。

(2) 実地棚卸
　①実地要領等の作成（中央病院、豊浦病
院）
　中央病院及び豊浦病院では、具体的な手順等
を定めた棚卸実施要領が作成されていない。実
地棚卸を適切に実施するために、具体的な手順
等を定めた棚卸実施要領等の作成を検討すべき
である。

【中央病院】
　実施要領等の作成を検討中であ
る。
【豊浦病院】
　監査意見を山口県済生会に伝
え、豊浦病院のより適切な実地棚
卸が行なえるよう棚卸実施要領等
の作成の検討をお願いした｡

　②現場定数分の棚卸（中央病院）
　中央病院の診療材料については、中央材料室
保管分のみが棚卸対象とされ、現場定数分は棚
卸対象から除外されている。中央病院の現場定
数分の在庫金額は多額であるため、現場定数分
も棚卸対象とすることが望ましい。

　現場定数分の棚卸はトータル的
には多額であっても、部門別では
運営上必要最低限の在庫であり、
運用上必要なものと考えている。

　③有効期限管理（豊浦病院）
　豊浦病院では、購入金額上位８０％の品目の
み実地棚卸を実施しているところ、使用期限を
２年以上経過してから廃棄されたものや使用期
限が不明であったものが散見された。有効期限
を適切に管理するため、最低年１回は全品目に
ついて実地棚卸を行い、網羅的な検証を検討さ
れたい。

　監査意見を山口県済生会に伝
え、豊浦病院のより適切な実地棚
卸が行なえるよう体制づくりの検
討をお願いした。
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１０ 固定資産 (1) 現物管理の実施状況
　①中央病院　③豊田中央病院
　固定資産の現物調査を定期的に実施していな
い。固定資産を有効に管理するために、固定資
産台帳の整備と定期的な現物調査を行うべきで
ある。

【中央病院】
　定期的な現品確認に努めたい。
【豊田中央病院】
　写真添付等台帳を明瞭に管理し
ており、今後は定期的な確認を徹
底いたしたい。

(2) 除却手続
　各病院共通
　固定資産の現物調査を定期的に行えば、除却
すべき件数は増加する可能性がある。現物調査
と除却のプロセスはセットとして捉え、適時に
除却情報を把握する必要がある。

　定期的な現物調査及び除却情報
の把握を徹底いたしたい。

(3) 固定資産台帳の整備状況
　①中央病院
　中央病院では、手書きの台帳と電子的に作成
した台帳を併用している。手書きの台帳に記載
漏れや鉛筆書きでの修正等改善を要する箇所が
散見された。台帳の整備方法を統一し、記載内
容に漏れが生じないように措置を講じるべきで
ある。

　電子データによる台帳整備に統
一いたしたい。

(4) 高額医療機器の採算検討
　①中央病院及び豊田中央病院
　新機器導入後の採算性の検討が行われていな
い。
　病院として必要不可欠と判断して購入を決定
した以上、購入した機器の採算性を分析し、採
算性の悪い機器については、稼働率向上に向け
た努力をすべきである。
　また、事後的な検討結果は次の新機器の導入
に際して有益な情報となりうる。稼働率算定の
ために必要な指数が適時に抽出できる管理体制
の整備が望ましい。

　高額医療機器導入後の採算性に
ついて、検討していきたい。

(5) 修繕費と資本的支出の区分
　①各病院共通
　各病院独自の基準に基づいて、修繕費と資本
的支出の区分を判断しており、統一的な処理規
程が明文化されていない。区分に際し恣意性が
介入しないよう管理規程を定めるべきである。

　法人税基本通達の例により区分
しており、管理規程については、
各病院と協議の上、定めていきた
い。

　②中央病院
　中央病院では特定の機器に集中して、高額の
修繕費が計上される傾向にある。設備そのもの
を取替え更新するか、毎期修繕で対応するのか
の意思決定も慎重になされなければならない。

　高額な修繕は、特定機器の一部
品の交換が使用頻度により、ある
程度短期間に発生するもので、機
器の特性上やむを得ないと考えて
いる。しかしながら、故障等によ
る修繕を繰り返すものについて
は、計画的な機器の更新を実施し
ていきたい。

(6) 駐車場の確保
　中央病院では、駐車場確保に向けた独自の取
組みを実施する一方で、敷地内の本来駐車場所
ではないエリアでの駐車も見られる。限られた
敷地を有効に活用し、市民の利便性を向上させ
るためにも、現在下関市側でも検討中である駐
車場立体化の導入等を本格的に議論すべきであ
る。

　駐車場施設の必要性は認識して
いるので、事業手法も含め検討い
たしたい。
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１１ 人件費・労働管理 (2) 非常勤嘱託医師に対する謝金の支給単価
　①中央病院
　中央病院における「派遣医師謝礼金の支払基
準」は平成１１年４月１日より見直しが行われ
ていない。また、支給単価が慣例に基づき決定
されているなど基準に曖昧な部分も多い。当該
基準を適時に見直し、報酬額が適切に算定され
る仕組みを構築すべきである。

　定期的に基準の見直しを図りた
い。

(3) 労働管理
　過酷な労働環境を無視して人員削減・人件費
抑制に注力することはサービスの低下を招き、
地方からの医師・看護師離れを助長しかねな
い。一自治体、一公立病院で取り組むには限界
がある環境ではあるが、現場の声も汲んで病院
改革の方向性を定める必要がある。

　現在もサービスの低下を招かな
いよう医師・看護師等の確保に努
めているが、引き続き現場の声を
聞きながら労働管理に努めてい
く。

１２ 公立病院改革ガイ
ドライン

　公立病院改革ガイドラインに示されている指
針は、本報告書の内容とまさに合致するもので
ある。改革の具体的な実施のための方策につい
ては、協議会等の協議の場において今後決定さ
れていくこととなる。本報告書の内容は外部の
専門家のひとつの意見としてその協議会等にお
いて参照することが有意義であろう。

　現在ガイドラインに基づき、公
立病院改革プランを策定中であ
る。




